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表紙

第126回定時株主総会の招集に際しての
電子提供措置事項

（交付書面省略事項）

　　　　・事業報告
　　　　　「会社の新株予約権等に関する事項」
　　　　　「業務の適正を確保するための体制」
　　　　　「業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要」
　　　　・連結計算書類
　　　　　「連結株主資本等変動計算書」
　　　　　「連結注記表」
　　　　・計算書類
　　　　　「株主資本等変動計算書」
　　　　　「個別注記表」

株式会社小糸製作所
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会社の新株予約権等に関する事項

名称 第１回新株予約権（株式報酬型ストックオプション）

発行決議日 2015年６月26日

役員の保有状況 取締役（社外取締役を除く）6名

新株予約権の数 170個

目的となる株式の種類及び数 普通株式 34,000株

行使時の払込金額 １株当たり１円

権利行使期間 2015年７月30日から
2045年７月29日まで

主な行使条件 当社の取締役及び執行役員のいずれの地位をも喪失した日の翌日から
10日間以内に限り、行使することができる。

会社の新株予約権等に関する事項

当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価として
交付した新株予約権の状況
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業務の適正を確保するための体制

業務の適正を確保するための体制
　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保する体制その他会社の業務の適正を
確保するための体制についての決定内容の概要は以下のとおりであります。

１）取締役及び使用人の職務の執行が法令・定款に適合することを確保する
　　ための体制

「小糸グループ行動憲章」に基づき、コンプライアンス委員会、コンプライアンス推進部門、内部監査
部門、内部通報制度などの組織・体制、並びに「企業倫理規定」などの関係諸規程の整備・充実を図る。
また、取締役、執行役員及び従業員に対しその周知、教育を行う。

２）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
株主総会、取締役会、常務会の議事録など取締役の職務執行に係る情報については、関係諸規程
の整備・充実を図り、これに従って、適切な保存・管理を行う。

３）損失の危険の管理に関する規程その他の体制
会社の存続に関わる重大なリスク事案の回避・排除、また、発生した場合の影響を極小化するため、
「危機管理規程」などのリスク管理に関する規程や体制の整備並びに取締役、執行役員及び従業員への
教育・訓練を行う。

４）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
取締役会、常務会の定例的開催、並びに取締役の職務執行に係る「取締役会規程」「常務会規程」などの
諸規程や執行役員制度などの組織・体制の整備・充実を図り、取締役の職務執行の効率性を確保する。
また、年度毎の社長方針に基づき、各部門において方針を具体化し、業務を執行する。

2



2026/05/26 17:42:11 / 25298924_株式会社小糸製作所_招集通知

業務の適正を確保するための体制

５）当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
当社は「小糸グループ行動憲章」をグループ会社と共有し、業務の適正を確保・管理するため、
以下の体制を整備する。
イ）当社は「関係会社管理規程」などに基づき、報告事項を明確にし、報告制度を充実させると
共に、グループ会社に対し定期的な業務報告を実施させる。

ロ）当社は「関係会社管理規程」などに基づき、グループ全体のリスクを網羅的・統括的に管理する。
また、グループ会社の対応が不十分である場合には、指導をはじめとする是正措置を講じる。

ハ）当社はグループ会社に取締役会の定例的開催、取締役等の職務執行に係る規程や組織・体制
の整備・充実を図らせる。
また、重要なグループ会社においては役員を兼務させる。

ニ）当社は「小糸グループ行動憲章」などに基づき、グループ会社に法令遵守の徹底を図らせる
と共に、当社の管掌部門・内部監査部門はグループ会社の業務監査、会計監査を実施する。
また、当社は「関係会社管理規程」などに基づき、承認事項を明確にし、係る業務の執行に
ついては、当社の承認を得た上で行わせる。

６）監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における
　　当該使用人に関する事項及び当該使用人の取締役からの独立性、指示の
　　実効性の確保に関する事項

監査役の職務を補助するため、監査役室を設置し、監査役及び監査役会の指揮命令のもとで業務を行う。
また、取締役からの独立性を確保するため、監査役室の人事については、監査役会の同意を得た
上で決定する。

3



2026/05/26 17:42:11 / 25298924_株式会社小糸製作所_招集通知

業務の適正を確保するための体制

７）当社並びに子会社の取締役及び使用人などが当社監査役に報告をするため
の体制、並びに当社監査役に報告した者が当該報告をしたことを理由と

　　して不利な取り扱いを受けないことを確保するための体制
当社並びにグループ会社の取締役、執行役員及び従業員は、会社に重大な影響を与える事項、
重大な法令・定款違反、その他コンプライアンス等に関する報告すべき事項を知った場合には、
当社監査役へ報告するものとする。
また、報告された内容は監査役の判断で監査役会に報告する。
組織・体制の整備・充実を図り、これらの報告を行った者が、不利益な取り扱いを受けないよう徹底する。

８）当社の監査役の職務執行について生ずる費用に係る方針並びに、監査役の
監査が実効的に行われることを確保するための体制
監査役の職務の執行に必要な費用については、会社が支払う。
監査役は取締役会、常務会、コンプライアンス委員会をはじめとする各種会議や委員会への
出席、重要書類の閲覧等により、業務の執行状況を把握・監査する。
また、監査役は、取締役、執行役員、会計監査人、内部監査部門等と定期的に又は必要に応じて
意見交換を行う。
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業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
１）コンプライアンス体制について

当社は、コンプライアンス体制を強化するため、コンプライアンス委員会、コンプライアンス
推進室、内部監査室、内部通報窓口（企業倫理相談窓口）を設置しています。
コンプライアンスの最上位規定である「小糸グループ行動憲章」や関係諸規程の周知徹底を図る
と共に、社会動向や社会的要請を踏まえ、社内制度の広範な見直しや法改正への対応を進めて
います。
コンプライアンス委員会は定期的に開催され、コンプライアンス推進室や内部監査室の活動計画
や実績、企業倫理相談窓口の運用状況、リスクへの対応等を確認及びフォローしています。
コンプライアンス推進室では、階層別や独禁法やハラスメント防止等のテーマ別のコンプライアンス
研修、小糸グループ行動憲章やコンプライアンスに係る意識調査、企業倫理相談窓口の利用
促進、従業員へのコンプライアンス意識の向上のための施策を継続的に行っています。
内部監査室は、独禁法、取適法（旧下請法）等に関する内部監査を定期的に行っています。
企業倫理相談窓口は、社内及び外部（法律事務所）に設置しております。全従業員、関係会社
及び仕入先（含むフリーランス）、求職者に対して企業倫理相談窓口の連絡先を周知し、相談者
等のプライバシー保護、職場で不利益を受けない等のための社内規程を整備することで、その
実効性向上を図っております。また、企業倫理相談窓口の運用状況については、定期的に取締役
会等にも報告しております。

２）取締役の職務の執行に関する体制について
当社は、会社の諸規程に基づき取締役会による経営の意思決定・監督、取締役・執行役員による
職務執行、監査役による職務執行の監査を行っています。
取締役会は取締役13名（うち社外取締役は５名）で構成され、原則月１回開催、取締役、監査役
出席のもと、職務執行状況の報告、重要事項についての意思決定がなされています。
また、取締役会を補う機関として、常勤取締役及び執行役員にて構成される常務会を原則月３回
開催、職務執行状況の報告及びフォローを実施しています。
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業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

３）リスク管理体制について
当社では、経営に重大な影響を与える危機の発生に備え、迅速かつ的確に対応するため、「危機
管理規程」を制定し、部門毎に法的規制、海外進出、製品の品質、情報セキュリティ、自然災害
等のリスクの点検、管理体制の維持・向上を図っております。

４）グループ会社管理体制について
当社は、グループ会社の業務の円滑化と管理の適正化を図り、グループ会社を指導・育成する
ため「関係会社業務報告会」をはじめとする各種報告会を開催しております。個別の重要案件
については、「関係会社管理規程」に基づき各社及び当社関係部署が事前協議の上、当社の
常務会・取締役会に上程し、承認を受けております。
内部監査部門はグループ会社の内部統制システム整備、運用状況に関する定期的な監査を実施、
問題の早期発見や損失の防止に努めると共に、改善の提言・指導を行っております。

５）監査役に関する体制について
監査役は取締役会に出席するほか、各監査役がそれぞれの立場に応じてその専門分野の知識や経験
等を活かし、取締役の職務執行状況並びに会社の意思決定の妥当性・適正性等を監査しております。
また、監査役自らが実施する往査、各機能部門へのヒアリング等に加え、会計監査人・内部監査部門
の行う監査に立ち会うと共に、社外取締役を含む関係者等と適宜情報交換を行って連携を保ち、
監査の実効性を高めるよう努めております。
なお、事業年度終了後、監査役会の実効性の評価及び課題の洗い出しを行い、翌事業年度の監査
役会の実効性向上を図ることとしております。
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連結株主資本等変動計算書

連結株主資本等変動計算書（2025年４月１日から2026年３月31日まで） (単位：百万円)

株　主　資　本
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当 期 首 残 高 14,270 13,235 553,720 △49,941 531,285
当 期 中 の 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 － － △15,714 － △15,714
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 － － 16,539 － 16,539

自 己 株 式 の 取 得 － － － △47,752 △47,752
自 己 株 式 の 処 分 － △49 － 337 287
利益剰余金から資本
剰 余 金 へ の 振 替 － 49 △49 － －

非支配株主との取引に
係る親会社の持分変動 － △90 － － △90

そ の 他 － 131 － － 131
株主資本以外の項目の
当期中の変動額(純額) － － － － －

当期中の変動額合計 － 41 774 △47,415 △46,598
当 期 末 残 高 14,270 13,277 554,495 △97,357 484,687
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連結株主資本等変動計算書

その他の包括利益累計額
新株予約権 非 支 配

株主持分 純資産合計そ の 他
有 価 証 券
評価差額金

為替換算
調整勘定

退職給付に
係 る
調整累計額

そ の 他 の
包 括 利 益
累計額合計

当 期 首 残 高 28,113 62,671 5,033 95,819 97 52,663 679,865
当 期 中 の 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 － － － － － － △15,714
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 － － － － － － 16,539

自 己 株 式 の 取 得 － － － － － － △47,752
自 己 株 式 の 処 分 － － － － － － 287
利益剰余金から資本
剰 余 金 へ の 振 替 － － － － － － －

非支配株主との取引に
係る親会社の持分変動 － － － － － － △90

そ の 他 － － － － － － 131
株主資本以外の項目の
当期中の変動額(純額) 5,607 28,772 1,859 36,239 △18 6,598 42,819

当 期中の変動額合計 5,607 28,772 1,859 36,239 △18 6,598 △3,779
当 期 末 残 高 33,721 91,444 6,893 132,058 78 59,261 676,086
(注) 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表

・連結子会社の数 32社
・主要な連結子会社の名称 小糸九州株式会社等 国内13社

North American Lighting,Inc.等 海外19社
・連結の範囲の変更 当社は2025年11月にKoito Europe Limitedの株式全てをShapers’Group 

Limitedに譲渡したことに伴い、当連結会計年度において同社を連結の範囲
から除外しております。

・主要な非連結子会社の名称 株式会社ニュー富士
・連結の範囲から除いた理由 非連結子会社は、合計の総資産、売上高、当期純損益及び利益剰余金等に及

ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため、連結の範囲か
ら除外しております。

・持分法適用の関連会社数 １社
・会社等の名称 竹田サンテック株式会社

・主要な非連結子会社の名称 株式会社ニュー富士
・持分法を適用しない理由 非連結子会社は、当期純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、

かつ全体としても重要性がないため、持分法の適用範囲から除外しております｡

連結注記表
１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

(1) 連結の範囲に関する事項
①　連結子会社の状況

②　非連結子会社の状況

(2) 持分法の適用に関する事項
①　持分法を適用した関連会社の状況

②　持分法を適用していない非連結子会社の状況

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社のうち、コイト電工株式会社、小糸九州株式会社、コイト運輸株式会社、ミナモト通信株式会
社、丘山産業株式会社、INDIA JAPAN LIGHTING PRIVATE LIMITED、Cepton Technologies,Inc等7社の
計13社の決算日は３月31日であります。
　その他の連結子会社（アオイテック株式会社等19社）は、３月31日の仮決算による計算書類に基づいて連
結計算書類を作成しております。
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連結注記表

イ．売買目的有価証券 時価法（売却原価は主として移動平均法により算定）
ロ．満期保有目的の債券 償却原価法（定額法）

・市場価格のない株式等以外
　のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は主として移
動平均法により算定）

・市場価格のない株式等 移動平均法による原価法
なお、投資事業組合への出資金は、組合財産の持分相当額を投資その他の資
産の「投資有価証券」として計上し、投資事業組合が獲得した純損益の持分
相当額を損益として計上しております。

ニ．デリバティブ 時価法
ホ．運用目的の金銭の信託 時価法
ヘ．棚卸資産 当社及び国内連結子会社は、主として総平均法による原価法（貸借対照表価

額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を、また在外連結
子会社は移動平均法による低価法を採用しております。

イ．有形固定資産
(リース資産を除く)

当社及び国内連結子会社は定率法を、在外連結子会社は定額法を採用してお
ります。
ただし、国内連結子会社は1998年４月１日以降に取得した建物（附属設備
を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物に
ついては、定額法を採用しております。

ロ．無形固定資産
(リース資産を除く)

当社及び国内連結子会社は定額法を、在外連結子会社は所在地国の会計基準
に基づく定額法を採用しております。

ハ．リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しておりま
す。

イ．貸倒引当金 売掛金等債権の貸倒損失に備えるため、当社及び国内連結子会社は、一般債
権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別
に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。また在外連結
子会社は主として特定の債権について回収不能見込額を計上しております。

ロ．賞与引当金 当社及び一部の連結子会社は、従業員の賞与支給に充てるため事業年度分支
給見込額を期間に基づいて計上しております。

(4) 会計方針に関する事項
①　重要な資産の評価基準及び評価方法

ハ．その他有価証券

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法

③　重要な引当金の計上基準

10
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連結注記表

ハ．製品保証引当金 当社及び一部の連結子会社は、品質保証費用発生に備えるため、所定の基準
により発生見込額を計上しております。

ニ．役員退職慰労引当金 一部の国内連結子会社は、役員の退任により支給する役員退職慰労金に充て
るため、支給規程に基づく期末要支給額を計上しております。

ホ．事業整理損失引当金 一部の海外連結子会社は、事業整理に伴い発生する損失に備えるため、当該
損失見込額を計上しております。

イ．ヘッジ会計の方法 原則として繰延ヘッジ処理によっております。なお、特例処理の要件を満た
している金利スワップについては特例処理によっております。

ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘッジ対象は外貨建取引の為替変動リスクと借入金の金利変動リスクとし、
為替変動リスクについては為替予約取引を、金利変動リスクについては金利
スワップをそれぞれヘッジ手段としております。

ハ．ヘッジ方針 ヘッジ対象に係る為替及び金利の変動によるリスクを回避する目的でヘッジ
を行っており、原則として投機的な目的のためにヘッジを利用する事はしま
せん。

ニ．ヘッジ有効性評価の方法 個別ヘッジにおいて、ヘッジ対象とヘッジ手段の相場変動又はキャッシュ・
フロー変動を直接結び付けてヘッジ有効性を判断するものとし、その方法
は、ヘッジ取引開始時並びにヘッジ取引時以降において管理方針に関する社
内規程に基づいて実施することとしております。

④　重要な収益及び費用の計上基準
当社及び連結子会社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当
該履行義務を充足する通常の時点(収益を認識する通常の時点)は以下のとおりであります。
・自動車照明関連事業
　当該事業においては主に自動車照明器の製造及び販売を行っております。製品の販売については、顧客に
製品を引渡した時点又は顧客が検収した時点で収益を認識しております。
　また、収益は顧客との契約において約束された対価から返品及び値引等を控除した金額で測定しておりま
す。
　取引の対価は履行義務を充足してから1年以内に受領しており、重要な金融要素は含まれておりません。

⑤　重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は、損益として処理して
おります。
なお、在外連結子会社の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は
期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及び非支配株主持分に
含めて計上しております。

⑥　重要なヘッジ会計の方法
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　退職給付に係る会計処理の方法 退職給付に係る資産及び退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備える
ため、当連結会計年度末における見込額に基づき、退職給付債務から年金資
産の額を控除した額を計上しております。

⑦　のれんの償却方法及び償却期間
のれんの償却については、10年間の定額法により償却を行っております。
ただし、金額が僅少の場合は、発生した期の損益として処理しております。

⑧　その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

なお、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末ま
での期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤
務期間以内の一定の年数（主として５年）による定額法により按分した額を
それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。過去勤務費用
は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（主として５
年）による定額法により按分した額を費用処理しております。なお、一部の
連結子会社は、退職給付に係る計算に、当該給付に係る要支給額を退職給付
債務とする簡便法を用いております。

2．会計方針の変更に関する注記
　　該当事項はありません。
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当連結会計年度
（2026年３月31日）

未払費用に含まれる特定の車種に係る製品の
リコール等の市場処置費用 14,346百万円

３．会計上の見積りに関する注記
　　　会計上の見積りにより当連結会計年度に係る連結計算書類に計上した項目であって、翌連結会計年度に係る
　　連結計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりであります。

・特定の車種に係る製品のリコール等の市場処置費用
(1)連結計算書類に計上した金額

(2)識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

①当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出方法
　その支出の発生可能性が高く、かつ合理的に見積りができる場合に、個別に見積る方法で算出しております。
②当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出に用いた主要な仮定
　発生可能性や費用負担割合などの仮定に基づき計上しております。
③翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響

　当該債務の見積りには不確実性が含まれているため、見積りの前提条件の変化等によって実際の発生が見積り
と異なった場合には、翌連結会計年度以降の連結計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があります。

13
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　・有形固定資産の減価償却累計額 543,072百万円

株式の種類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普通株式 307,833千株 －千株 －千株 307,833千株

株式の種類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普通株式 24,086千株 20,687千株 164千株 44,609千株

・株式の種類 普通株式
・配当金の総額 7,944百万円
・１株当たり配当金額 28円
・基準日 2025年３月31日
・効力発生日 2025年６月30日

・株式の種類 普通株式
・配当金の総額 7,770百万円
・１株当たり配当金額 28円
・基準日 2025年９月30日
・効力発生日 2025年12月５日

４．連結貸借対照表に関する注記

5．連結株主資本等変動計算書に関する注記
(1) 発行済株式の総数に関する事項

(2) 自己株式の種類及び株式数に関する事項

(注) 1．自己株式の数の増加は、自己株式の取得20,685千株、単元未満株式の買取りによる増加０千株、従業員
　　　　持株会向け譲渡制限付株式の無償取得1千株によるものであります。
　　 2．自己株式の数の減少は、ストックオプション権利行使による減少8千株、譲渡制限付株式報酬としての
　　　　自己株式の処分156千株によるものであります。

(3) 剰余金の配当に関する事項
①　配当金支払額等

イ．2025年６月27日開催の第125回定時株主総会決議による配当に関する事項

ロ．2025年10月28日開催の取締役会決議による配当に関する事項

14
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・株式の種類 普通株式
・配当金の総額 7,370百万円
・配当の原資 利益剰余金
・１株当たり配当金額 28円
・基準日 2026年３月31日
・効力発生日 2026年６月29日

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの
　2026年６月26日開催の第126回定時株主総会において次のとおり付議いたします。

(4) 当連結会計年度末の新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）の目的となる株式の種
類及び数

普通株式　　　　34,000株

6．金融商品に関する注記
(1) 金融商品の状況に関する事項

　当社グループは、資金運用については元本の保全を第一義に考え安全性を重視した運用を行い、また、資金
調達については自己資金及び銀行借入による方針であります。
　営業債権である受取手形、電子記録債権及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されておりますが、取引先別
の期日管理及び残高管理を行うことなどによりリスク低減を図っております。投資有価証券は市場価格の変動
リスクに晒されておりますが、主に業務上の関係を有する株式及び余資運用の債券であり、定期的に時価の把
握を行っております。
　営業債務である支払手形及び買掛金、電子記録債務、未払費用並びに未払法人税等は１年以内の支払期日で
あります。短期借入金は主に営業取引に係る運転資金の確保を目的とした資金調達であり、長期借入金は主に
設備投資を目的とした資金調達であります。また、営業債務や借入金は流動性のリスクに晒されております
が、資金繰計画を作成することなどにより当該リスクを管理しております。なお、デリバティブは為替変動リ
スク及び金利変動リスクを軽減するために利用することにしており、投機的な取引は行わない方針でありま
す。
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連結貸借対照表計上額 時価 差額
百万円 百万円 百万円

① 有価証券及び投資有価証券 101,407 100,320 △1,087
　　  満期保有目的の債券 46,500 45,412 △1,087
　　  その他有価証券 54,907 54,907 －
② 破産更生債権等 3 － 3

　　  貸倒引当金（＊2） △3 － △3
－ － －

資産計 101,407 100,320 △1,087

(2) 金融商品の時価等に関する事項
2026年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

(＊1)　「現金」は注記を省略しており、「預金」「受取手形」「電子記録債権」「売掛金」「支払手形及び買掛
　　　 金」「電子記録債務」「短期借入金」「未払費用」「未払法人税等」については、短期間で決済されるた
　　　 め時価が帳簿価額に近似することから、記載を省略しております。
(＊2)　破産更生債権等は、これに対応する貸倒引当金を控除しております。

(注)　時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに
分類しております。

レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時価
レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定した時価
レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属
するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

投資有価証券
　上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時価をレ
ベル１の時価に分類しております。債券は日本証券業協会の公表価格又は取引金融機関から提示された相場価
格、又はその将来キャッシュ・フローと国債利回り等を基に割引現在価値法により評価しており、その時価をレ
ベル２に分類しております。なお、市場価格のない非上場の株式等（連結貸借対照表計上額2,260百万円）及び、
投資事業組合への出資（同4,188百万円）は、含めておりません。また、投資事業組合等への出資金については時
価算定会計基準適用指針第24-16項の取扱いを適用しており、金融商品時価開示適用指針第4項(1)に定める事項
を注記しておりません。
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区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
有価証券及び投資有価証券
　その他有価証券 　　　　－   　　　－ 　　　  － 　　　　－
　　株式 　 53,907   　　　－ 　　　  － 53,907
　　債券 　　　　－ 1,000 　　　  － 1,000

資産計 　 53,907 1,000 　　　  － 54,907

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
有価証券及び投資有価証券
　満期保有目的の債券 　　　  － － 　　　  － －
　　社債 　　　  － 45,412 　　　  － 　45,412

資産計 　　　  － 　45,412 　　　  － 　45,412

当連結会計年度（自 2025年４月１日 至 2026年３月31日） (単位：百万円)
日本 米州 中国 アジア 欧州 合計

自動車照明関連事業 308,696 326,545 53,332 162,338 35,125 886,039
そ の 他 59,130 2,095 ｰ 345 ｰ 61,570
顧客との契約から
生じる収益 367,826 328,641 53,332 162,683 35,125 947,610

その他収益 ｰ ｰ ｰ ｰ ｰ ｰ
外部顧客に対する
売上高 367,826 328,641 53,332 162,683 35,125 947,610

　①時価で連結貸借対照表に計上している金融商品
当連結会計年度（2026年3月31日） 　　　　　　　　　　　  （単位：百万円）

　②時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品
当連結会計年度（2026年3月31日） 　　　　　　　　　　　  （単位：百万円）

7．収益認識に関する注記
　(1)顧客との契約から生じる収益を分解した情報
      　当社グループの売上高は、主に顧客との契約から認識された収益であり、財又はサービスの種類別に分解した
　　場合の内訳は、以下のとおりであります。

（注）(表示方法の変更)
　　　当連結会計年度より、当社グループにおける事業管理区分の見直しに伴い、従来の「北米」、「その他」
　　から、「米州」に区分変更しております。
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(1) １株当たり純資産額 2,343円05銭
(2) １株当たり当期純利益 60円23銭

　(2)収益を理解するための基礎となる情報
収益を理解するための基礎となる情報は「１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項
(4) 会計方針に関する事項　④ 重要な収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

　(3)当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
　　①契約資産及び契約負債の残高等
　　　契約資産は主に、子会社の一部取引において一定の期間にわたり認識した収益にかかる権利であります。
　　　契約負債は主に、製品の引渡し前に顧客から受け取った対価であります。
　　　前連結会計年度末契約負債残高3,731百万円については、当連結会計年度において、概ね収益として認識され
　　　ております。

　　②残存履行義務に配分した取引価格
　　　既存の契約から翌連結会計年度以降に認識することが見込まれる収益の金額については、重要性が乏しいため
　　　記載を省略しております。
　　　また、当初に予想される契約期間が１年以内の契約については、実務上の便法を適用し、記載を省略しており
　　　ます。

8．１株当たり情報に関する注記

9．重要な後発事象に関する注記
　　該当事項はありません。
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連結注記表

資産グループ 用途 種類 場所 金額

LiDAR事業 事業用資産 機械装置及び運搬具等 静岡県
米国カリフォルニア州等 4,957百万円

LiDAR事業 その他 のれん - 9,347百万円
湖北小糸車灯

有限公司
事業用資産
遊休資産 機械装置及び運搬具等 中国湖北省 5,187百万円

福州小糸車灯
有限公司 遊休資産 機械装置及び運搬具等 中国福建省 1,482百万円

広州小糸車灯
有限公司 遊休資産 機械装置及び運搬具等 中国広東省 575百万円

合計 21,550百万円

10．減損損失に関する注記
　　当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しております。

当社グループは減損会計の適用にあたり、事業部単位や工場単位を基準として資産のグルーピングを行ってお
ります。

LiDAR事業における資産については、最新の事業計画に基づき当連結会計年度における当該資金生成単位の回
収可能価額を算定した結果、回収可能価額が帳簿価額を下回っていると判断し、機械装置及び運搬具等4,957百
万円、のれん9,347百万円を減損損失として特別損失に計上しております。

湖北小糸車灯有限公司、福州小糸車灯有限公司及び広州小糸車灯有限公司における一部の資産については、収
益性の低下等により投資額の回収が見込めなくなったことから帳簿価額を回収可能価額まで減額し、機械装置及
び運搬具等7,244百万円を減損損失として特別損失に計上しております。

なお、いずれの資産グループにおいても回収可能価額は正味売却価額により算定しており、売却可能な資産に
ついては第三者により合理的に算定された評価額を基礎として評価しており、他への転用や売却が困難な資産に
ついては備忘価額またはゼロとして評価しております。
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株主資本等変動計算書

株主資本等変動計算書（2025年４月１日から2026年３月31日まで） (単位：百万円)

株主資本

資本金
資本剰余金 利益剰余金

資　本
準備金

その他
資　本
剰余金

資　本
剰余金
合　計

利　益
準備金

その他利益剰余金 利　益
剰余金
合　計

買換資産
圧縮積立金

別　途
積立金

繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 14,270 17,107 － 17,107 3,567 891 100,000 237,252 341,710
当 期 中 の 変 動 額
買換資産圧縮積立金の取崩 － － － － － △33 － 33 －
剰 余 金 の 配 当 － － － － － － － △15,714 △15,714
当 期 純 利 益 － － － － － － － 9,009 9,009
自己株式の取得 － － － － － － － － －
自己株式の処分 － － △49 △49 － － － － －
利 益 剰 余 金 か ら
資 本 剰 余 金 へ の 振 替 － － 49 49 － － － △49 △49
株 主 資 本 以 外 の 項 目
の当期中の変動額(純額) － － － － － － － － －
当期中の変動額合計 － － － － － △33 － △6,722 △6,755
当 期 末 残 高 14,270 17,107 － 17,107 3,567 857 100,000 230,529 334,955

株主資本 評価･換算差額等
新株予約権 純資産合計自己株式 株主資本

合　　計
そ の 他
有 価 証 券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

当 期 首 残 高 △49,941 323,148 27,821 27,821 97 351,066
当 期 中 の 変 動 額
買換資産圧縮積立金の取崩 － － － － － －
剰 余 金 の 配 当 － △15,714 － － － △15,714
当 期 純 利 益 － 9,009 － － － 9,009
自己株式の取得 △47,752 △47,752 － － － △47,752
自己株式の処分 337 287 － － － 287
利 益 剰 余 金 か ら
資 本 剰 余 金 へ の 振 替 － － － － － －
株 主 資 本 以 外 の 項 目
の当期中の変動額(純額) － － 5,541 5,541 △18 5,523
当期中の変動額合計 △47,415 △54,170 5,541 5,541 △18 △48,647
当 期 末 残 高 △97,357 268,977 33,362 33,362 78 302,418
(注) 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

20



2026/05/26 17:42:11 / 25298924_株式会社小糸製作所_招集通知

個別注記表

・市場価格のない株式等以外の
　もの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法
により算定）

・市場価格のない株式等 移動平均法による原価法
なお、投資事業組合への出資金は、組合財産の持分相当額を投資その他の資
産の「投資有価証券」として計上し、投資事業組合が獲得した純損益の持分
相当額を損益として計上しております。

①　デリバティブ 時価法
②　運用目的の金銭の信託 時価法

①　有形固定資産 定率法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物及び構築物 ７～50年
機械装置及び車両運搬具 ３～７年
工具、器具及び備品 ２～20年

・ソフトウエア 社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。
・その他の無形固定資産 定額法を採用しております。

①　貸倒引当金 売掛金等債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率、貸
倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見
込額を計上しております。

個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法
①　子会社株式及び関連会社株式　移動平均法による原価法
②　満期保有目的の債券　　　　　償却原価法（定額法）
③　その他有価証券

(2) デリバティブ等の評価基準及び評価方法

(3) 棚卸資産の評価基準及び評価方法
　主として総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を
採用しております。

(4) 固定資産の減価償却の方法

②　無形固定資産

(5) 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
　外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しておりま
す。

(6) 引当金の計上基準
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個別注記表

②　賞与引当金 従業員の賞与支給に充てるため、事業年度分支給見込額を期間に基づいて計
上しております。

③　製品保証引当金 品質保証費用発生に備えるため、所定の基準により発生見込額を計上してお
ります。

④　退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年
金資産の見込額に基づき計上しております。
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に
帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。数理計算上
の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一
定の年数（５年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年
度から費用処理することとしております。過去勤務費用は、その発生時の従
業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による定額法により按分
した額を費用処理しております。

　退職給付に係る会計基準 退職給付に係る未認識項目の会計処理の方法は、連結計算書類における会計
処理の方法と異なっております。

(7) 重要な収益及び費用の計上基準
　　当社顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務を充足す
　る通常の時点(収益を認識する通常の時点)は以下のとおりであります。
　　・自動車照明関連事業
　　　当該事業においては主に自動車照明器の製造及び販売を行っております。製品の販売については、顧客に製
　　　品を引渡した時点又は顧客が検収した時点で収益を認識しております。なお、出荷時点から製品の支配が顧
　　　客に移転されるまでの期間が通常の期間であるものについては、出荷時点に収益を認識しております。
　　　また、収益は顧客との契約において約束された対価から返品及び値引等を控除した金額で測定しておりま
　　　す。
　　　取引の対価は履行義務を充足してから1年以内に受領しており、重要な金融要素は含まれておりません。
(8) ヘッジ会計の方法

　原則として繰延ヘッジ処理によっております。なお、特例処理の要件を満たしている金利スワップについては
特例処理によっております。

(9) その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
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個別注記表

当事業年度
（2026年３月31日）

未払費用に含まれる特定の車種に係る製品の
リコール等の市場処置費用 11,403百万円

２．会計上の見積りに関する注記
　　会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類に計上した項目であって、翌事業年度に係る計算書類に重要な
　影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりであります。

・特定の車種に係る製品のリコール等の市場処置費用
(1)計算書類に計上した金額

(2)識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

①当事業年度の計算書類に計上した金額の算出方法
　その支出の発生可能性が高く、かつ合理的に見積りができる場合に、個別に見積る方法で算出しております。
②当事業年度の計算書類に計上した金額の算出に用いた主要な仮定
　発生可能性や費用負担割合などの仮定に基づき計上しております。
③翌事業年度の計算書類に与える影響
　当該債務の見積りには不確実性が含まれているため、見積りの前提条件の変化等によって実際の発生が見積り
と異なった場合には、翌事業年度以降の計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があります。
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個別注記表

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 127,890百万円

North American Lighting, Inc. 79,940百万円
NAL do Brasil Indústria e Comércio de Componentes de Iluminação Ltda. 11,945百万円

計 91,885百万円

①　短期金銭債権 28,090百万円
②　短期金銭債務 12,396百万円

①　売　　上　　高 148,857百万円
②　仕　　入　　高 178,594百万円
③　その他の営業取引高 7,708百万円
④　営業取引以外の取引高 24,626百万円

株式の種類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普通株式 24,086千株 20,687千株 164千株 44,609千株

３．貸借対照表に関する注記

(2) 偶発債務
　・保証債務

　関係会社の借入金等に対し次のとおり債務保証を行っております。

(3) 関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。

４．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

５．株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の種類及び株式数に関する事項

(注) 1．自己株式の数の増加は、自己株式の取得20,685千株、単元未満株式の買取りによる増加0千株、従業員
　　　　持株会向け譲渡制限付株式の無償取得1千株によるものであります。
　　 2．自己株式の数の減少は、ストックオプション権利行使による減少8千株、譲渡制限付株式報酬としての
　　　　自己株式の処分156千株によるものであります。
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個別注記表

　賞与引当金 1,162百万円
　退職給付引当金 1,658百万円
　役員退職金 97百万円
　減価償却費超過額 5,291百万円
　投資有価証券評価損 9,261百万円
　クレーム費用 3,592百万円
　製品保証引当金 864百万円
　貸倒引当金 33百万円
　開発費仕掛高 3,632百万円
　法人税上の株式譲渡益 1,210百万円
　減損損失 589百万円
　その他 2,288百万円
繰延税金資産小計 29,683百万円
評価性引当額 △11,417百万円
繰延税金資産合計 18,266百万円

　買換資産圧縮積立金 △394百万円
　その他有価証券評価差額金 △14,827百万円
　その他 △576百万円
繰延税金負債合計 △15,798百万円
繰延税金資産・負債（△）純額 2,468百万円

６．税効果会計に関する注記
　　　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
　　　繰延税金資産

　　　繰延税金負債
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個別注記表

種　類 会社等の
名　　称 所在地

資本金
又　は
出資金

事 業 の
内　　容
又は職業

議決権等
の 所 有
(被所有)
割　　合

関連当事者との関係 取引の
内　容 取引金額 科目 期末

残高役員の
兼任等

事業上
の関係

百万円 百万円 百万円

その他
の関係
会　社

トヨタ
自動車㈱

愛知県
豊田市 635,402

自動車及び
同部品の製
造・販売、
産業車両の
販売、住宅
の製造・販
売等

(被所有)
直接

21％
－ 自動車照明

機器の販売

自動車
照明機器
の販売

128,481

電子記
録債権 4,207

売掛金 13,043

材料の
受給 3,069 買掛金 538

種　類 会社等の
名　　称 所在地

資本金
又　は
出資金

事 業 の
内　　容
又は職業

議決権等
の 所 有
(被所有)
割　　合

関連当事者との関係
取引の
内　容 取引金額 科目 期末

残高役員の
兼任等

事業上
の関係

百万円 百万円 百万円

連　結
子会社 小糸九州㈱ 佐賀県

佐賀市 3,000
自動車照明
機器の製造
・販売

(所有)
直接

100％
兼任あり 当社製品の

製造

同社製品
の購入 58,311 買掛金 5,380

材料の
支給 29,194 未収入金 1,130

百万円 百万円 百万円

連　結
子会社 アオイテック㈱ 静岡県

浜松市 100
電子･電気
通 信 精 密
機 器 の 製
造・販売

(所有)
直接

98％
－ 当社製品の

製造

同社製品
の購入 44,007 買掛金 2,584

材料の
支給 31,280 未収入金 951

百万円 百万円 百万円

連　結
子会社 静岡電装㈱ 静岡県

静岡市 76
自動車照明
機器の製造
・販売

(所有)
直接

65％
－

当社製品の
製造

同社製品
の購入 33,940 買掛金 1,467

材料の
支給 26,622 未収入金 817

７．関連当事者との取引に関する注記
(1) 親会社及び法人主要株主等

(2) 子会社等
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個別注記表

種　類 会社等の
名　　称 所在地

資本金
又　は
出資金

事 業 の
内　　容
又は職業

議決権等
の 所 有
(被所有)
割　　合

関連当事者との関係
取引の
内　容 取引金額 科目 期末

残高役員の
兼任等

事業上
の関係

千米ドル 百万円 百万円

連　結
子会社

North
American
Lighting,
Inc.

米国
イリノイ州 130,000

自動車照明
機器の製造
・販売

(所有)
直接

100％
兼任あり

同社製品を
米国中心に
製造・販売
技術援助契
約あり
債務保証

債務保証 79,940 － －

千レアル 百万円 百万円

連　結
子会社

NAL do Brasil
Indústria e
Comércio de
Componentes
de Iluminação
Ltda.

ブラジル
サンパウ
ロ州

533,000
自動車照明
機器の製造
・販売

(所有)
直接

84％
－

同社製品を
ブラジル中心
に製造・販売
技術援助契約
あり
債務保証

債務保証 11,945
関係会
社長期

  貸付金
9,600

利息の
受取 141 － －

千タイバ
ーツ 百万円 百万円

連　結
子会社

THAI KOITO
COMPANY
LIMITED

タイ
サムット
プラカン
県

365,200
自動車照明
機器の製造
・販売

(所有)
直接

62％
－

同社製品を
タイ中心に
製造・販売
技術援助契約
あり

配当金の
受取 4,792 － －

(注) １．取引条件及び取引条件の決定方針等
一般的取引条件と同様に、市場価格、総原価等を勘案して決定しております。

２．債務保証については、金融機関からの借入金等に対して債務保証を行っており、協議の上決定した保証料を
受け取っております。取引金額は保証債務の極度額を記載しております。

３．貸付金については、市場金利を勘案して利率を決定しております。
４．配当金の受取については、子会社の業績及び内部留保を勘案し協議の上、決定しております。
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個別注記表

種類 氏名 事業の内容
又は職業

議決権等の
所有(被所有)

割合
取引の内容 取引金額 科目 期末残高

役員の近親者 大嶽隆司 当社相談役 (被所有)
直接0% 相談役報酬 102百万円 － －

　(1)　１株当たり純資産額 1,148円60銭
　(2)　１株当たり当期純利益 32円81銭

資産グループ 用途 種類 場所 金額
LiDAR事業 事業用資産 機械及び装置等 静岡県 1,872百万円

(3) 役員及び個人主要株主等

(注)　当社の代表取締役社長・会長として企業経営に長らく携わり、現在も連結最大の子会社North American 
Lighting, Inc.のCEO、THAI KOITO COMPANY LIMITEDの会長他重責を担っております。長年の経験、知
見、幅広い人脈等をもとに、経営陣に対して様々な助言指導を行う目的から相談役を委嘱しております。報酬
額については、当社取締役会において報告されております。

８．収益認識に関する注記
収益を理解するための基礎となる情報については、連結注記表（７．収益認識に関する注記）に同一の内容を記
載しておりますので注記を省略しております。

９．１株当たり情報に関する注記

10．重要な後発事象に関する注記
　　 該当事項はありません。

11．減損損失に関する注記
　　当事業年度において、当社は以下の資産グループについて減損損失を計上しております。

当社は減損会計の適用にあたり、事業部単位や工場単位を基準として資産のグルーピングを行っております。
LiDAR事業における資産については、最新の事業計画に基づき当事業年度における当該資金生成単位の回収可

能価額を算定した結果、回収可能価額が帳簿価額を下回っていると判断し、機械及び装置等1,872百万円を減損
損失として特別損失に計上しております。

なお、回収可能価額は正味売却価額により算定しており、他への転用や売却が困難であることから備忘価額ま
たはゼロとして評価しております。
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